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経済産業省より「火薬類事故対応実施細目」の制定について連絡がありました。今後、火薬

類に関連する事故の発生時にはこの細目に沿って対応することとなります。 

会員各位への周知をお願い致します。 

                                                       

 一般社団法人日本火薬銃砲商組合連合会  見上会長 殿 

平素よりお世話になっております。 

経済産業省鉱山・火薬類監理官付の有川でございます。 

令和３年５月２０日付けで「火薬類事故対応実施細目」を制定いたしましたので、当省ＨＰを御確認くだ

さい。 

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/gunpowder/jikojyouhou/inde

x.html 

従来のマニュアルからの主な変更点としては、下記のとおりになります。 

■従来のマニュアルからの主な変更点 

➀火薬類事故措置マニュアル（平成 24年 9 月 19日付け 20200919商局第 50 号。以下「平成 24 年 

火薬マニュアル」という。）を廃止し、産業保安事故対応マニュアル（令和２年度産業保安グループ。 

以下「産業保安マニュアル」という。）１．の産業保安分野毎に定める「実施細目」として新たに規定。 

➁従来、テレビ・新聞等の取扱いにより社会的影響・関心が大きいと認められる事故については、人 

的被害・物的被害の状況に関わらずＡ級又はＢ級事故と定義していたが、令和元年度の産業保安マ 

ニュアルの改正にあわせ、当該運用を行わないこととした。 

③その他、事故発生後の連絡のタイミング及び情報収集項目に関し、上位規定である産業保安マニ 

ュアルと整合させる等の改正を行った。 

-----❁-----❁-----❁-----❁-----❁-----❁----- 

経済産業省  

産業保安グループ鉱山・火薬類監理官付 

火薬係   有川 舞（Arikawa Mai） 

〒100-8901 東京都千代田区霞が関 1-3-1 

TEL：03-3501-1870 FAX：03-3501-6565 

e-mail：arikawa-mai@meti.go.jp 
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具体的な内容については添付ファイルを参照頂きたいのですが、Ａ４：２０ページになります

から、記載項目を下記に抜き出しました。ご参照願います。 

≪ 火薬類事故対応 実施細目 ≫ 

第１章 本実施細目の目的 

第２章 事故の定義等 

 ２－１．事故の定義 

 ２－２．人的被害の定義 

 ２－３．事故の規模の分類 

第３章 事故が発生した場合における対応 

 ３－１．産保Ｇにおける対応 

 ３－２．担当監督部における対応 

≪ 都道府県等における火薬事故対応マニュアル ≫ 

第１章 本マニュアルの目的 

第２章 事故の定義等 

 ２－１．事故の定義 

 ２－２．人的被害の定義 

 ２－３．事故の規模の分類 

第３章 事故が発生した場合における対応 

 ３－１．事故発生の連絡 

 ３－２．事故現場への出動 

 ３－３．事故発生直後の緊急措置 

 ３－４．事故の再発防止策等 

 ３－５．事故報告 

（別紙１）煙火の消費中事故における主な事象について 

１． Ｃ１級及びＣ２級事故（異常現象）の分類の例示について 

２． Ｃ１級事故の対象要件（２－３．（４）➂）における特に危険な事象の例示 

３． 物的被害について 

（別紙２）煙火消費中事故の原因と対策 

（様式１）事故等報告（報告段階：速報・中間報告・確報） 

（様式２）添付資料【煙火以外の火薬類の取扱中（製造中を除く。）の事故の場合】 

（様式３）添付資料【煙火の消費中の事故の場合】 

 


